
常総市定例記者会見 

 

令和７年２月 20日（木）13時 30分から 

常 総 市 役 所 本 庁 舎 ３ 階 庁 議 室 

 

 

 

１ 市長あいさつ 

 

 

２ 部長報告事項 

 

(１) 令和７年３月定例会議の提出予定案件について … 総務部長 

(２) 令和６年度３月補正予算案の概要について … 総務部長 

（３） 令和７年度当初予算概要について … 総務部長 

（４） 常総市合併２０周年記念ロゴマークの決定について … 市長公室長 

（５） 常総市熱中症対策コンソーシアムの設立について … 市長公室長 

（６） 常総市職員名札の表記の変更について … 総務部長 

 (７)   常総市立水海道中学校夜間学級卒業式について    …  教育部長 

 

３ 質疑応答 

 

 

４ その他 
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市長公室長 小 林
こ ば や し

   弘
ひろし

 

市長公室 政策調整監 斎 藤
さ い と う

 庸 一
よ う い ち

 

総務部長 川 沼
か わ ぬ ま

 一 巳
か ず み

 

市民生活部長 横
よ こ

田
た

 公
き み

恵
え

 

福祉部長 秋 葉
あ き ば

 利恵子
り え こ

 

産業振興部長 沼 尻
ぬ ま じ り

 俊 彦
と し ひ こ

 

都市建設部長 小 林
こ ば や し

 寛 明
ひ ろ あ き

 

教育部長 倉 持
く ら も ち

   敏
さとし

 

      

【事務局：秘書課】 

秘書課長 山 本
やまもと

  英 樹
ひ で き

 

秘書課長補佐 菊 地
き く ち

 清 乃
き よ の

 

広報広聴係長 猪 瀬
い の せ

   忍
しのぶ

 

広報広聴係 中 島
な か じ ま

   亮
りょう

 

広報広聴係 小田倉
お だ く ら

 雅 志
ま さ し
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令和７年市議会３月定例会議提出予定案件 

 

第１ 件数について 

１ 議案 ５８件 

(1) うち一般議案 ４７件 

(2) うち予算議案 １０件 

(3) うち追加議案 １件 

２ 報告 ２件 

第２ 議案について 

議案第４７号 訴えの提起について〈下水道課〉 

 公共施設窃盗事件に係る支払督促の申立てに対し，相手方から督促異議の申立

てがなされたことから民事訴訟法第３９５条の規定により訴えの提起があったも

のとみなされることとなるため，地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に基

づき，これを提出する。 

議案第４８号 常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例について〈常創戦略課〉 

 総合計画審議会の委員及びまち・ひと・しごと創生総合戦略会議の委員に係る

報酬の額を改める。 

議案第４９号 常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

を改正する条例について〈防災危機管理課〉 

 非常勤消防団員の処遇改善を図ることを目的に，消防団員退職報償金の勤務年

数区分に，新たに３５年以上の区分を追加する。 

議案第５０号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例について〈総務課〉 

 刑法等の一部を改正する法律の施行により，懲役及び禁錮が廃止され，これら

に代えて新たに拘禁刑が創設されることから，関係条例の一部の改正を行う。 

議案第５１号 常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について

〈人事課〉 

 令和６年８月８日に人事院から公務員給与の改定が勧告されたことを受け，当

該人事院勧告に準拠して一般職に属する職員の給料の月額並びに期末手当及び勤

勉手当の支給割合を改めるほか，地域手当及び扶養手当に関する規定の改正その

他所要の改正を行う。 

議案第５２号 常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一
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部を改正する条例について〈人事課〉 

 人事院勧告に基づく一般職に属する職員の給与改定に準じて，市長等特別職に

支給する期末手当の支給割合を改正する。 

議案第５３号 常総市職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する条例

について〈人事課〉 

 職員が仕事と生活の両立をしやすくするため，時間外勤務の免除の対象となる

子の範囲の拡大，仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい勤務環境の整備に関

する規定等を定める改正を行う。 

議案第５４号 常総市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につい

て〈人事課〉 

 部分休業の承認に関する規定について，条例中で引用する法律が改正されたこ

とから，引用する条項の整合を図る改正を行う。 

議案第５５号 常総市公共施設整備基金条例の一部を改正する条例について〈財政

課〉 

 当市の公共施設の多くが建設後４０年を超え，今後それらの更新や長寿命化に

対応していく必要があることから，公共施設整備基金の設置目的に大規模改修事

業を加える改正を行う。 

議案第５６号 常総市ふるさと応援寄附金基金条例について〈財政課〉 

 当初予算額以上のふるさと応援寄附金，いわゆるふるさと納税があった際に，

これを積み立て，翌年度以降の政策的な事業の財源とするふるさと応援寄附金基

金を設置する。 

議案第５７号 常総市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例について〈デジタル推進課〉 

 地方公共団体情報システムの標準化に伴い，一元的に住登外者の登録及び管理

を行う機能を扱う事務に係る規定を整備するほか，所要の改正を行う。 

議案第５８号 常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について〈健康保

険課〉 

 国民健康保険税の税率等を改正するほか所要の改正を行う。 

議案第５９号 常総市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について

〈健康保険課〉 

 後期高齢者医療保険料の普通徴収に係る納期を，市税，介護保険料等と同様の

納期に改めるほか所要の改正を行う。 

議案第６０号 常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例について〈社会福祉課〉 
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 石下総合福祉センターにおける入浴施設及びカラオケ機器を廃止することか

ら，これらに係る規定を整理する改正を行う。 

議案第６１号 常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について〈こども課〉 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める厚生労働省令が改正さ

れたことに伴い，条例中の栄養士の配置等に関する要件を省令と同様の内容に改

める。 

議案第６２号 常総市保育所設置条例の一部を改正する条例について〈こども課〉 

 常総市水海道第二保育所について，令和７年３月３１日をもって廃止する。 

議案第６３号 常総市市民の広場の設置及び管理に関する条例について〈商工観光

課〉 

 中心市街地の活性化を図るため，常総市市民の広場を公の施設として設置する

こととし，その設置及び管理に必要な事項を定める。 

議案第６４号 常総市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部を改

正する条例について〈生活環境課〉 

 宅地造成及び特定盛土等規制法に合わせ，茨城県土砂等による土地の埋立て等

の規制に関する条例が改正されることから，市条例においてもこれに対応するた

めの改正を行うほか，刑法の一部改正に合わせた用語の改正等を行う。 

議案第６５号 常総市手数料条例の一部を改正する条例について〈都市整備課〉 

 茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の改正に伴い，宅地

造成及び特定盛土等規制法の事務の一部が県から市へ移譲されることから，手数

料を徴収すべき事項として，宅地造成又は特定盛土等に関する工事中間検査に係

る事項を加える改正を行う。 

議案第６６号 市道の路線の廃止について（西７８６号線）〈道路課〉 

 向石下地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整備に伴

い，他の路線と重複することから，その認定を廃止する。 

議案第６７号 市道の路線の変更について（２－０２１７号線）〈道路課〉 

議案第６８号 市道の路線の変更について（２４８８号線）〈道路課〉 

議案第６９号 市道の路線の変更について（２５０７号線）〈道路課〉 

議案第７０号 市道の路線の変更について（２５１１号線）〈道路課〉 

議案第７１号 市道の路線の変更について（２５１７号線）〈道路課〉 

議案第７２号 市道の路線の変更について（２５１８号線）〈道路課〉 

議案第７３号 市道の路線の変更について（西１６３号線）〈道路課〉 

議案第７４号 市道の路線の変更について（西１６４号線）〈道路課〉 
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議案第７５号 市道の路線の変更について（西７９０号線）〈道路課〉 

議案第７６号 市道の路線の変更について（西７９１号線）〈道路課〉 

議案第７７号 市道の路線の変更について（西８５９号線）〈道路課〉 

 これら１１議案は，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整備に伴い，現況

に即した路線とすることから，それぞれの路線の起点又は終点を変更する。 

議案第７８号 市道の路線の変更について（２－０２０８号線）〈道路課〉 

議案第７９号 市道の路線の変更について（２４１７号線）〈道路課〉 

議案第８０号 市道の路線の変更について（２５０６号線）〈道路課〉 

議案第８１号 市道の路線の変更について（西１６０号線）〈道路課〉 

議案第８２号 市道の路線の変更について（西７８４号線）〈道路課〉 

議案第８３号 市道の路線の変更について（西７８５号線）〈道路課〉 

議案第８４号 市道の路線の変更について（西７９６号線）〈道路課〉 

議案第８５号 市道の路線の変更について（西８２９号線）〈道路課〉 

議案第８６号 市道の路線の変更について（西８３３号線）〈道路課〉 

議案第８７号 市道の路線の変更について（西８３４号線）〈道路課〉 

議案第８８号 市道の路線の変更について（西８５４号線）〈道路課〉 

議案第８９号 市道の路線の変更について（西８５８号線）〈道路課〉 

議案第９０号 市道の路線の変更について（西８６０号線）〈道路課〉 

議案第９１号 市道の路線の変更について（西９８９号線）〈道路課〉 

議案第９２号 市道の路線の変更について（西１２２２号線）〈道路課〉 

 これら１５議案は，鬼怒川右岸の堤防天端等に整備した鬼怒川サイクリングロ

ードと重複し，又は隣接する路線であり，それぞれの路線について，鬼怒川サイ

クリングロードと重複する部分を廃止し，又は鬼怒川サイクリングロードに接続

させるとともに，現況に即した路線とすることから，それぞれの路線の起点又は

終点の位置を変更する。 

議案第９３号 市道の路線の認定について（東９３０号線）〈道路課〉 

 新石下地内の路線について，民間の開発行為に伴って市に帰属されたことか

ら，市道として認定する。 

補正予算議案について〈財政課〉 

 議案第９４号 令和６年度常総市一般会計補正予算（第７号） 

議案第９５号 令和６年度常総市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

議案第９６号 令和６年度常総市水道事業会計補正予算（第２号） 

当初予算議案について〈財政課〉 

 議案第９７号 令和７年度常総市一般会計予算 
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 議案第９８号 令和７年度常総市国民健康保険特別会計予算 

議案第９９号 令和７年度常総市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第１００号 令和７年度常総市介護保険特別会計予算 

議案第１０１号 令和７年度常総市介護サービス事業特別会計予算 

議案第１０２号 令和７年度常総市水道事業会計予算 

議案第１０３号 令和７年度常総市下水道事業会計予算 

〔追加提案〕人権擁護委員の推薦について〈人権推進課〉 

 令和７年６月３０日をもって近藤
こんどう

叡
えい

淳
じゅん

氏が任期満了となることから，その後

任を推薦する。 

第３ 報告について 

報告第２３号 寄附受領の報告について〈防災危機管理課，財政課，学校教育課〉 

 ふるさと納税，教育振興等に係る現金のほか，社会貢献活動による物品の寄附

を受け入れたので，これを報告する。 

報告第２４号 ２０２４年環境年報について〈生活環境課〉 

 ２０２４年中における環境行政の概要及び市内の大気汚染，水質汚濁その他に

関する環境の現況について報告する。 

 



（単位　千円）

補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 備　　　考

25,670,534 1,218,021 26,888,555 （ 　第　７　号　 ）

国 民 健 康 保 険 6,251,398 3,937 6,255,335 （ 　第　２　号　 ）

後 期 高 齢 者 医 療 1,702,711 0 1,702,711

介 護 保 険 5,753,562 0 5,753,562

介 護 サ ー ビ ス 事 業 23,424 0 23,424

水 道 事 業 2,066,501 575,476 2,641,977 （ 　第　２　号　 ）

下 水 道 事 業 3,327,629 0 3,327,629

小 計 19,125,225 579,413 19,704,638

44,795,759 1,797,434 46,593,193

令　和　６　年　度　　　３　月　補　正　予　算　案　概　要

会　　　計　　　名

一 般 会 計

特

別

会

計

合　　　　　計

Administrator
テキストボックス
資料№2



（歳入）
（単位　千円）

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

市民税：個人所得割 △ 190,000 市民税：法人税割 220,000

固定資産税：家屋 100,000 固定資産税：償却資産 60,000

10 地 方 特 例 交 付 金 269,866 定額減税減収補てん分 269,866

11 地 方 交 付 税 288,495 普通交付税 288,495

子どものための教育・保育給付費
負担金 103,584 物価高騰対応重点支援地方創生

臨時交付金 32,544

社会資本整備総合交付金 △ 11,263 学校施設環境改善交付金 30,400

国民健康保険基盤安定負担金 △ 12,342 子どものための教育・保育給付費
負担金 41,703

保育対策総合支援事業費補助金 7,214 畜産・酪農収益力強化総合対策
基金等事業補助金 500,000

17 財 産 収 入 852

19 繰 入 金 △ 9,000 新型コロナウイルス感染症対策
基金繰入金 △ 9,000

21 諸 収 入 △ 47,811 新型コロナウイルスワクチン接種
助成金 △ 37,350 デジタル基盤改革支援補助金 △ 10,461

道路新設改良事業債 △ 113,700 道路橋りょう維持事業債 △ 45,700

市営住宅改修事業債 △ 39,800 小学校トイレ改修事業債 60,500

1,218,021合　　計

主　　　　　　　　な　　　　　　　　内　　　　　　　　容
区　　分 金　　額

15 国 庫 支 出 金 150,556

1 市 税 170,000

16 県 支 出 金 532,763

22 市 債 △ 137,700

1



2

（歳出）
（単位　千円）

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

2 総 務 費 469,853 財政調整基金積立金 370,737 減債基金積立金 110,651

国民健康保険特別会計繰出金 △ 91,604 石下総合福祉センター諸工事費 6,380

障がい児保育事業費補助金 8,008 保育補助者雇上強化事業費
補助金 7,217

民間保育所保育業務委託料 64,114 施設型・地域型保育給付費 118,689

4 衛 生 費 5,440 新型コロナウイルスワクチン接種
委託料 △ 46,350 国庫補助金等精算金 46,863

6 農 林 水 産 業 費 501,000 畜産・酪農収益力強化整備等特別
対策事業費補助金 500,000

8 土 木 費 △ 11,433 富士見団地解体工事費 △ 19,000 水海道シティハイツ諸工事費 2,200

9 消 防 費 7,500 消防施設諸工事費 7,500

小学校諸工事費 11,600 小学校トイレ洋式化改修工事費 86,218

水海道総合体育館空調設備整備
工事実施設計業務委託料 5,192 きぬ温水プール天井等改修工事費 8,564

11 公 債 費 △ 2,859 地方債元金 △ 1,836 地方債利子 △ 1,023

12 予 備 費 3,114

1,218,021

主　　　　　　　な　　　　　　　内　　　　　　　容

合　　　計

3 民 生 費 118,802

10 教 育 費 126,604

区　　分 金　　額



特別会計
（単位　千円）

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

一般会計繰入金 △ 91,604 予備費 3,000

財政安定化基金貸付金 90,860

（単位　千円）

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

上水道整備事業債 354,600 重要給水施設配水管布設工事費 564,608

防災・安全交付金 177,327

主　な　歳　出

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計 3,937

区　　分 金　　額
主　な　歳　入

区　　分 金　　額
主　な　歳　入 主　な　歳　出

資本的収入 資本的支出

水 道 事 業 会 計 575,476

3



（単位 千円）

本 年 度 予 算 前 年 度 予 算 比　　　較 前　　年　　比

26,320,000 23,400,000 2,920,000 12.5%

国 民 健 康 保 険 6,161,948 6,247,529 △ 85,581 △ 1.4%

後 期 高 齢 者 医 療 1,674,582 1,672,698 1,884 0.1%

介 護 保 険 5,650,187 5,485,150 165,037 3.0%

介 護 サ ー ビ ス 事 業 24,323 20,664 3,659 17.7%

水 道 事 業 2,052,820 2,055,501 △ 2,681 △ 0.1%

下 水 道 事 業 3,252,283 3,316,919 △ 64,636 △ 1.9%

小 計 18,816,143 18,798,461 17,682 0.1%

45,136,143 42,198,461 2,937,682 7.0%

令　和　７　年　度　　　予　算　案　概　要

会　　　計　　　名

一　　　般　　　会　　　計

特

別

会

計

合　　　　　　　　計

Administrator
テキストボックス
資料№3



（歳入）

項　　　　　　目 金　　額 項　　　　　　目 金　　額 項　　　　　　目 金　　額

市民税：個人 3,119,139 市民税：法人 1,047,833 固定資産税 5,373,577

軽自動車税 235,173 市町村たばこ税 563,318

1.2% ２　地方譲与税 318,172 地方揮発油譲与税 80,000 自動車重量譲与税 230,000 森林環境譲与税 8,172

0.0% ３　利子割交付金 6,000

0.2% ４　配当割交付金 45,000

５　株式等譲渡

　　所得割交付金

６　法人事業税　

　　交付金

７　地方消費税

　　交付金

８　ゴルフ場利用税

　　交付金

９　環境性能割

　　交付金

0.2% 10　地方特例交付金 50,000

16.0% 11　地方交付税 4,200,000 普通交付税 3,850,000 特別交付税 350,000

35,000

30,000

39.3%

6.1%

0.1%

0.2%

0.7%

0.1%

10,343,976

1,600,000

195,000

50,000

（単位 千円）　

区     分 金   額
主　　　　　な　　　　　内　　　　　容

１　市税

1



2

12　交通安全対策

　　特別交付金

13　分担金及び 老人措置費負担金 3,780
障がい者自立支援給付費
負担金

81,543 公立保育所利用者負担金 23,721

　　負担金 私立保育所利用者負担金 39,618 夜間学級運営費負担金 1,882

14　使用料及び 児童クラブ使用料 24,500 吉野公園使用料 17,100 市営住宅使用料 45,363

　　手数料 あすなろの里使用料 33,920 戸籍手数料 9,300 住民基本台帳手数料 8,094

障がい者自立支援及び
障がい児通所給付費負担金

965,351 児童手当負担金 960,526
子どものための教育・
保育給付費負担金

539,384

生活保護扶助費負担金 769,702
新しい地方経済・生活環境
創生交付金

27,416
物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金

101,427

妊婦のための支援給付交
付金

30,500 防災・安全交付金 55,690
都市構造再編集中支援事
業費補助金

641,080

国民健康保険基盤安定
負担金

172,548
後期高齢者医療保険基盤
安定負担金

138,954
障がい者自立支援及び
障がい児通所給付費負担金

482,675

児童手当負担金 117,006
子どものための教育・
保育給付費負担金

231,163 マル福医療費補助金 170,030

選挙費委託金（参議院議
員・県知事）

54,867 国勢調査費委託金 27,735

0.1% 17　財産収入 33,670 土地貸付料 28,106

2.0% 18　寄附金 521,500 ふるさと納税 500,000

2.0% 19　繰入金 520,000 財政調整基金繰入金 420,000 減債基金繰入金 100,000

0.6% 20　繰越金 150,000

豊岡学校給食費納付金 124,641 玉学校給食費納付金 107,138 道の駅指定管理者納付金 22,448

まちなか再生事業助成金 7,000
デジタル基盤改革支援補助
金

56,055 指定管理者還元金（Recamp） 5,190

旧保育所解体事業債 100,600 道路新設改良事業債 199,800 道路橋りょう維持事業債 93,300

水海道地区市街地まちづ
くり事業債

312,400 消防ポンプ自動車整備事業債 60,400

100.0% 合　　計　　 26,320,000

843,900

0.6%

0.8%

151,548

213,718

3.2% 22　市債　　

2.3%

15　国庫支出金 4,513,17717.1%

7.2%

604,79521　諸収入　　

6,000

16　県支出金 1,888,544

0.0%



（歳出）

項　　　　　　　　　　目 金   額 項　　　　　　　　　　目 金   額

0.8% 1  議　会　費 216,813 議員報酬 92,224 政務活動費交付金 3,420

ふるさと納税事業費 251,260 旧保育所解体工事 107,000

公共施設包括管理経費 190,016 常総地方広域市町村圏事務組合負担金 255,615

茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金 12,317 下妻地方広域事務組合負担金 83,437

ＡＩまちづくり推進経費 38,700 シティプロモーション推進経費 1,462

地域コミュニティ協議会支援補助金 4,060 ＧＩＳ窓口閲覧システム等導入業務委託料 8,481

防犯対策補助事業費 15,000 合併２０周年記念事業費 5,287

参議院議員・県知事選挙費 54,867 国勢調査費 27,735

社会福祉協議会補助金 108,026 国民健康保険特別会計繰出金 461,513

障がい者自立支援給付費 1,440,000 障がい児通所給付費 480,000

後期高齢者医療特別会計繰出金 943,750 介護保険特別会計繰出金 919,224

マル福医療扶助費 375,000 すくすく医療費助成扶助費 62,800

妊婦のための支援給付金事業費 33,399 ツナグ未来誕生祝福金事業費 11,564

児童手当 1,194,540 民間保育所保育業務委託料 494,448

施設型・地域型保育給付費 633,330 児童クラブ指定管理料 145,734

居住支援事業負担金 1,257 生活保護扶助費 1,028,670

こどもメディカルウィッグサポート助成金 100 小児科神経発達外来運営費補助金 3,640

予防接種事業費 124,485 各種検診事業費 61,163

妊産婦・乳幼児等事業費 53,436 子育て応援給付金事業費 32,758

自立・分散型エネルギー設備導入促進事
業費補助金

500 下妻地方広域事務組合負担金（ヘキサホール） 28,775

省エネ家電買換促進事業費 12,358 斎場運営管理経費 10,850

常総地方広域市町村圏事務組合負担金(ごみ） 390,855 下妻地方広域事務組合負担金(ごみ） 217,920

常総衛生組合負担金（し尿） 91,117 下妻地方広域事務組合負担金(し尿） 46,845

0.0% 5  労　働　費 10,607 ポリテクセンター茨城経費 9,637

（単位 千円）

1,603,9254  衛　生　費6.1%

13.3%

3  民　生　費38.7%

区   分 金  額
主　　　　　　　　　な　　　　　　　　　　内　　　　　　　　　　容

2  総　務　費 3,500,172

10,188,656

3 



4

農業委員等報酬経費 14,225 有害鳥獣駆除委託料 1,550

水田活用促進事業費補助金 34,000 新規就農者育成総合対策経営開始資金 2,250

多面的機能支払事業費補助金 52,579 耕作条件改善事業江連八間保喜田地区補助金 21,690

経営体ほ場整備事業費三坂地区負担金 7,420 下水道事業会計補助金・出資金 130,771

地籍調査経費 40,005 ６次産業化推進事業費 11,650

中心市街地活性化経費 14,971 企業立地推進経費 13,583

商工会補助経費 15,943 創業経営革新支援補助金 2,100

デジタル観光・周遊マップ運用業務委託料 8,769 観光物産協会補助金 12,600

花火大会補助金 9,000 吉野公園運営管理経費 19,879

大河ドラマ誘致活動経費 550

道路維持事業費 173,712 道路新設改良事業費 276,727

橋りょう維持事業費 63,500 水海道有料道路通学時間帯無料化負担金 40,000

木造住宅耐震化支援事業費補助金 1,500 下水道事業会計負担金・補助金・出資金 695,686

立地適正化計画更新業務委託料 7,400 空家等バンク活用支援補助金 2,000

圏央道スマートＩＣ整備事業業務委託料 14,000 産業団地整備事業業務委託料 10,000

水海道地区市街地まちづくり事業費 1,296,801 富士見団地解体工事費等 20,317

常総地方広域市町村圏事務組合負担金 820,280 茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金 370,983

消防ポンプ自動車購入費 60,531 浸水表示板更新業務委託料 2,977

防災シンポジウム業務委託料 2,500 防災井戸表示看板 300

奨学金返還支援補助金 558 外国語対応事業費 59,295

障がい児教育経費 70,648 不登校児童生徒支援業務委託料 2,064

ＧＩＧＡスクール端末更新事業 54,049 授業支援ソフトウェア使用料 6,730

水海道あすなろの里業務管理委託料 121,576 社会体育施設指定管理料 113,750

学校給食充実事業 62,623

10.6% 11  公　債　費 2,795,336 地方債元金 2,676,301 地方債利子 118,792

0.1% 12  予　備　費 30,000 30,000

100.0% 合　　　計 26,320,000

8.9% 10  教　育　費

625,873

182,494

5.3%

6  農林水産業費

0.7%

9  消　防　費 1,383,973

2,328,561

8  土　木　費

7  商　工　費

2.4%

13.1% 3,453,590



（単位 千円）

項　　　　　　　　　目 金  額 項　　　　　　　　　目 金  額

　国民健康保険税　　　　　12,300人 1,400,741 　総務費（人件費8人分含む） 90,092

　国庫支出金 82 　療養諸費 3,607,120

　県支出金 4,261,367 　高額療養費 529,350

　繰入金 461,513 　移送費 60

　繰越金 10,000 　出産育児一時金 16,007

　諸収入 27,730 　葬祭費 4,750

　その他歳入 515   国民健康保険事業費納付金 1,825,924

　保健事業費 72,367

　その他支出 11,278

　予備費 5,000

計 6,161,948 計 6,161,948

国　民　健　康　保　険　特　別　会　計

歳　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　出

5 



6

（単位 千円）

項　　　　　　　　　目 金  額 項　　　　　　　　　目 金  額

　後期高齢者医療保険料　　　　　　　10,376人 728,598 　後期高齢者医療広域連合納付金 1,663,138

　繰入金 943,759 　保健事業費 1,100

　繰越金 1,000 　事務費等 9,344

　その他歳入 1,225 　予備費 1,000

計 1,674,582 計 1,674,582

後　期　高　齢　者　医　療　特　別　会　計

歳　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　出



（単位 千円）

項　　　　　　　　　目 金  額 項　　　　　　　　　目 金  額

　介護保険料　　　　　　　　　18,559人 1,253,800 　総務費（人件費17人分含む） 183,504

　国庫支出金 1,160,077 　保険給付費 5,298,201

　支払基金交付金 1,447,968 　介護予防事業 64,482

　県支出金 794,755 　包括的支援事業費（人件費8人分含む） 97,831

　繰入金 987,610 　基金積立金 647

　繰越金 5,000 　諸支出金 522

　その他歳入 977 　予備費 5,000

計 5,650,187 計 5,650,187

（単位 千円）

項　　　　　　　　　目 金　　額 項　　　　　　　　　目 金　　額

　サービス収入 15,226 　事務費等（人件費1人分含む） 9,294

　繰入金 8,097 　介護予防支援事業費 14,529

　繰越金 1,000 　予備費 500

計 24,323 計 24,323

介　護　保　険　特　別　会　計

歳　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

歳　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

7 



8

項　　　　　目 金 額 項　　　　　目 金 額 項　　　　　目 金 額

収益的 水道料金(21,805件) 1,360,632 浄水場管理委託 49,999 減価償却費 496,954

　収入　　1,608,027 分担金（通常219件） 29,133 修繕費 32,068 企業債利息 57,569

　支出　　1,537,491 下水道検針・収納等業務受託 30,268 電力費 109,014 その他支出(人件費10人分等) 187,183

　差引　 　    70,536 消火栓負担金(1,987基) 5,961 薬品費 60,938 予備費 4,000

長期前受金戻入 167,036 受水費 458,942

その他収入 14,997 検針・収納等業務委託 80,824

項　　　　　目 金 額 項　　　　　目 金 額

資本的 企業債 176,400 営業設備費 9,621 メーター　3,123個

　収入　　  176,400

　支出 　 　515,329

　差引   　△338,929

元金償還金 316,288

補助金返還金 9,970

予備費 3,000

水道事業会計

区　　　　　分
収　　　　　　　　入 支　　　　　　　　出

（単位 千円）

区　　　　　分
収　　　　　　　　入 支　　　　　　　　出

国道294号立体交差に伴う配水管
布設替工事

西部浄水場計装設備更新

東部・西部浄水場場内配管等設計

建設改良費 176,450

主　な　内　容



項　　　　　目 金 額 項　　　　　目 金 額 項　　　　　目 金 額

収益的 公共下水道使用料（6,222件） 272,332
動力費
（管渠・ポンプ場・処理場）

78,633 企業債利息 148,111

　収入　　1,534,058 大生郷特定公共下水道使用料（51件） 44,370 処理場維持管理委託 143,681 その他支出（人件費7人等） 117,516

　支出　　1,534,058 農業集落排水使用料（1,548件） 66,518 汚泥処分委託 50,150 予備費 3,500

　差引　 　         　0 雨水処理負担金 25,969
鬼怒小貝流域下水道
維持管理負担金

114,274

一般会計補助金
（公共・特定・農集）

623,934 検針業務委託 31,678

長期前受金戻入
（公共・特定・農集）

500,643
経営戦略改定支援
業務委託

4,054

その他収入 292 減価償却費 842,461

項　　　　　目 金 額 項　　　　　目 金 額

資本的 企業債 894,500

　収入　　1,375,107 一般会計出資金 176,554

　支出 　   1,718,225 国庫補助金 267,360

　差引  　  △343,118 受益者負担金 28,699 流域下水道 54,960

浸水対策事業費負担金等 7,994 流域下水道浸水対策 406,031

流域下水道事業費負担金 21,187

大生郷特定公共下水道 22,864

農業集落排水事業 1,980

元金償還金 742,119

予備費 1,500

鬼怒小貝流域下水道建設負担金

大生郷処理場回分層ブロアー交換

面整備工事（本石下）

処理場ストックマネジメント計画支援委託

下水道水路整備等（新石下，本石下）

467,584

下水道事業計画支援委託

下水道事業会計
（単位 千円）

区　　　　　分
収　　　　　　　　入 支　　　　　　　　出

面整備工事（豊岡），幹線整備（中妻）

中央公共下水道 施設ストマネ計画支援委託

区　　　　　分
収　　　　　　　　入 支　　　　　　　　出

主　な　内　容

9



常 総 市

令和７年度
予算（案）の概要

Administrator
テキストボックス
資料№3-1



１ 財政状況

【歳出】
○公共施設、インフラの計画的な整備・更新・修繕の必要性

○物価高や人手不足による人件費や光熱水費、委託経費の増加、

少子高齢化による社会保障費の増加など義務的経費は年々増

○子育て環境の充実、防災・減災への取組強化、新産業団地整備等の

先を見据えた事業を展開

【歳入】
○市税 前年度比５億３千万円の増、合併以来１７年ぶりの１００億円台

法人市民税：企業全体の業績が好調なことにより増収見込み

個人市民税：所得割増により増収見込み

固定資産税：工場や倉庫などの新設や償却資産により増収見込み

○普通交付税 市税が伸びているなか、最大限の見積もりで前年度比２億

５千万円増の３８億５千万円を計上

JOSO CITY

１



２ 予算編成の考え方

・ 政策的経費や義務的経費を除く事業について、部単位での枠配分方式による予算

編成を導入、各部にて配分内に収まるよう事業の見直しなど創意工夫により調製

・ 新規、拡充事業については、上記１及び２に関連する事業のほか、産業団地の整備

やAI、道の駅とも関連する事業など当市の立地や資源を活用した事業を優先的に採択

・ 国の経済対策や少子化対策などを注視し、新たな国・県補助金の確保

JOSO CITY

２

【１ 「子どもまんなかまちづくり常総!!」の促進】

常総市で子どもを育てたい、住み続けたいと思えるまちづくりを進めるため、子育て世

代の負担軽減・環境充実や教育環境の充実等、必要かつ効果的な取り組みを強化

【２ さらなる防災先進都市の確立】

今後も市民に安心して常総市に住み続けてもらうため、防災・減災の環境整備の強

化、市民の災害への意識高揚、災害時の生活環境の充実等、必要となる対策を強化

・ 単年度の計画だけでなく、３～５年先の将来計画を見据えた予算編成 ２



３ 一般会計の概要

【予算総額】

約２６３億円で、前年度と比較し２９億円 １２．５％の増 過去最大の当初予算規模

【主な増加項目】

水海道地区市街地まちづくり事業（約１３億円）

自立支援給付費・児童手当・生活保護費等の扶助費（約９億２千万円）

人件費において地域手当２％を新たに支給（定期昇給も含め約２億６千万円）

JOSO CITY

【主な新規事業】

【子どもまんなか】 水海道地区市街地まちづくり事業（約１３億円）

子育て応援給付金（３，２７６万円）

教育DX加速化事業（５，６６８万円）

【防災先進都市】 大生郷工業団地周辺・圏央道スマートIC整備事業 （２，４００万円）

防犯対策補助事業 （１，５００万円）

常総水害から１０年関連事業 （２５０万円）

【常総市合併２０周年記念事業 （５２９万円）】 ３



４ 主な特別会計の概要

【国民健康保険特別会計】

被保険者数が減少したため、約８千万円 １．４％の減少
【介護保険特別会計】

保険給付費などの増加により、約１億６千万円 ３．０％の増加

【水道事業会計】
人件費・動力費増加も受水費・減価償却費の減少により、約２百万円 ０．１％の減少

【下水道事業会計】

流域下水道浸水対策事業費の減少により、約６千万円 １．９％の減少

JOSO CITY

【特別会計総額】

１８８億１，６１４万円、前年度比 約２千万円 ０．１％の増加

【全会計総額】

４５１億３，６１４万円、前年度比 ２９億３，７６８万円 ７．０％の増加
４



水海道地区市街地まちづくり事業 【新】 1,296,801千円
公共施設の改修や集約整備を官民連携で実施すると共に,公園・歩行者通行
空間を改修して利便性向上と親子が安心して利用できる環境を整備し,市民主
体による賑わい創出を支援します。
■主な事業
（整備）保健センター, 水海道公民館,水海道児童センター,観水公園,道路
（改修）市民の広場,市民コミュニティホール,ポケットパーク
（その他）市民活動支援など

小児科神経発達外来運営費補助金【新】 3,640千円
きぬ医師会病院小児科内に「小児発達外来」を開設し,医師や心理士による
適切な助言や診療を行う体制を整え,子どもとの関わりに自信を持って子育てする
ことを可能にします。

空家等バンク活用支援補助金【拡充】 2,000千円
空家を修繕または取得する場合に補助金を交付します。民間企業等と
連携強化し空家の発生を抑制していきます。
■対象経費の1/2 （100万円限度）

子育て応援給付金 【新】 32,758千円
子育て世帯の経済的負担を減らして,安心してこどもを育てる環境を整えること
を目指します。
■JOSO赤ちゃん応援ギフト
0歳～2歳児を養育している保護者に対し月額3千円給付

AIまちづくり推進事業 【拡充】
38,700千円

「AIなどの先端技術を活用した新たな産業と雇用機会の創出」と，「将来の
AI人材教育」を推進し,若年層を中心とした生産年齢人口の還流を図ります。
■AIまちづくりコンソーシアム運営,プログラミング教育,AIプロジェクト支援,AIモビ
リティ走路環境整備

おかえり常総奨学金返還支援事業 【新】 558千円
常総市から受けた奨学金の返還を行っており,定住意思のある方々に対
して最長10年間返還を支援します。
■年間最大288千円

不登校児童生徒支援事業 【新】 2,064千円
知識とスキルを持った家庭コーチが家庭の支援・サポートを行い,不登校児
童生徒や保護者のニーズに合わせたメンタルケアや学習支援を進めていきま
す。

こどもたちのミライへ投資します

子どもまんなかまちづくり常総！！１ 令和７年度
当初予算

教育DX加速化事業 【更新】 56,677千円
GIGAスクール構想第2期のNextGIGAに対応するため,学校ICT環境の
更新を行います。児童生徒1人1台の端末を整備し,学びの充実を図るとと
もに,学校現場の働き方改革を進め,教育の質を向上させます。
■GIGA端末更新,学校ICT環境構築,AI教材ライセンス購入,ネットワー
クアセスメント実施

子育て
を

支える



大生郷工業団地周辺地域整備事業【新】 24,000千円
地域経済活性化を図るため,大生郷工業団地北部エリアに新たな産業
団地整備を計画します。
浸水想定区域である圏央道常総ICの災害時に代替機能となるよう防災
強化を図るため,鬼怒川西部の高台に圏央道スマートIC整備を計画します。

防犯対策補助事業【新】 15,000千円
家庭における防犯カメラ等の防犯対策用品の購入や設置に対して支援を
行います。防犯対策を推進し,安全安心なまちづくりを目指します。
■防犯カメラ上限(3万円),自動車ハンドルロック(上限1万円),防犯パトロ
ールカーに使用する青色回転灯(上限1万円)など

災害時協力井戸制度事業【新】 300千円
市民の方々や事業所などで所有されている井戸を「災害時協力井戸」と
して登録していただき,災害時の生活用水を確保します。市民・企業・行政
が連携して取り組むことにより,当市のさらなる防災力向上を図っていきます。
■災害時協力井戸表示看板設置費用40か所

常総水害から10年関連事業 【新】 2,500千円
平成27年9月関東・東北豪雨災害から10年の節目を迎えます。風化を
防ぐとともに,防災に対する意識向上を図り,災害を他人事ではない「自分
事」として捉えてもらい,緊急時における逃げ遅れを防止します。
■式典,防災シンポジウム

さらなる防災先進都市の確立２ 令和７年度
当初予算

調査費

イベント運営費



合併20周年記念事業【新】 5,287千円
合併20年を迎える節目の年に,「ずっと住み続けたいまち」になるよう記念
事業等をおこないます。
■主な記念事業
4月 大相撲常総場所
5月 常総千姫まつり
9月 常総きぬ川花火大会
10月 常総ロゲイニング，シニアゴルフ大会，サイクリングイベント
11月9日（日）20周年記念式典
11月 JOSOハッピー体操コンテスト

省エネ家電買換促進補助事業【新】 12,358千円
家庭での物価高騰による負担軽減とＣＯ２排出削減を図るため,省エネ
家電製品へ買い換える市民の皆様を支援します。
■事業内容
・対象製品：省エネラベル星2つ以上の冷蔵庫,エアコン
・上限3万円（400世帯を見込んでいます）

地域コミュニティ協議会支援補助金 【拡充】 4,060千円
地域コミュニティの設立や運営活動を支援します。地域の皆様が主体とな
って,地域の課題解決や地域資源を活かす取り組みを行い,将来にわたって
持続可能で安全安心な地域社会の実現に向けた活動に対して補助金を
交付します。
■令和７年度対象予定地区：豊田,大生,菅生大塚戸

（常総市合併20周年記念ロゴマーク）

３ その他事業等
地 域
を

支える

エ コ

合併20
周年 令和７年度

当初予算

６次産業化推進事業【新】 9,922千円
アグリサイエンスバレー事業で推進した６次産業化の取り組みを発展させ,
地域農商工業者の参画による新たなフードバリューチェーン※を構築し,常
総市の農業所得向上と地域産品の付加価値向上による,農業を基軸とし
た地域ビジネスを創出します。
※(生産から加工・流通・販売,消費にいたるまでの一連のつながりを表した言葉の
一つです）

■事業内容
・組織ビジョンの設定
・運営方針の策定など

調査費

次のミライへ挑戦し続けます



報道機関 各位 

常総市 市長公室 常創戦略課 

 

件   名 常総市合併２０周年記念ロゴマークの決定について 

開催日時等  

場   所  

内   容 

(概 要) 
令和８年１月１日に合併 20年を迎えるにあたり，市では令和７年度

を合併 20周年記念の年と位置付け，様々な記念事業を実施してまいり

ます。それらの事業で活用し，市内外に広くＰＲしていくために，ロ

ゴマークを決定しました。 

 

【募集概要】 

期  間：令和６年 12月９日～令和７年１月８日 

 対  象：市内在住・在勤・在学の方 

 応募総数：８６４作品 

 審  査：市内中学・高等学校の美術担当教諭により審査 

そ の 他：採用になった最優秀作品の他，小学生の部・高校生の部・ 

一般の部で，それぞれ１点ずつ優秀作品が決定 

【表  彰】令和７年 11月９日に予定している「常総市合併 20周年

記念式典」にて表彰 

添付資料 常総市合併２０周年記念ロゴマーク 

 

◆問い合わせ先 

常総市 市長公室 常創戦略課 

担当：倉持  

TEL ０２９７－２３－２１１１（代表） 

FAX ０２９７－２３－２１６２ 

  

資料№4 



常総市合併２０周年記念ロゴマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【制作者】 

県立水海道第一高等学校附属中学校 １年 梅澤 和希さん 

 

【ロゴマークの説明】 

水海道の常総きぬ川花火大会と，石下の豊田城をモチーフに作

成した。中央には２つのまちを結ぶ常総線の車両を描いた。青

を主に使用し，かつて水運で栄えた常総市を表現した。 

資料№4-1 



報道機関 各位 

常総市 市長公室 常創戦略課 

 

件   名 常総市熱中症対策コンソーシアムの設立について 

開催日時等 ２月２７日（木）１５時から 

場   所 常総市生涯学習センター ２階 研修室 

内   容 

(概 要) 

【事 業 名】常総市熱中症対策コンソーシアム 

 

【目  的】近年，地球温暖化に伴い増加の一途をたどる熱中症から

市民の命を守るため，関係各部署，企業間の緊密な連携

を確保し，熱中症対策推進を官民連携で取り組みます。 

 

【活動内容】年に２回程度（５月・10月頃）会議を開催 

      ５月頃…取り組み内容の確認，情報共有等 

      10月頃…取り組み内容の振り返り，課題の共有，次年度 

に向けての方針の確認等 

 

【取組事例】①熱中症対策アンバサダー講座の開講 

       対象：市職員，市民団体，企業など 

②熱中症対策に向けた勉強会やセミナーの実施 

 対象：市内小中学校など 

③集中的な啓発活動 

・オリジナル熱中症対策啓発ポスターや啓発品の作成 

・広報等による周知 

・熱中症対策啓発の学校校内放送 

      ※現時点での取り組み案。今後，コンソーシアムの中で 

決定。 

 

添付資料 常総市熱中症対策コンソーシアムの構成 

 

◆問い合わせ先 

常総市 市長公室 常創戦略課 

担当：倉持 

TEL ０２９７－２３－２１１１（代表） 

 FAX ０２９７－２３－２１６２ 

資料№5 



常総市熱中症対策コンソーシアムの構成 

 

構成団体 
市内における熱中症対策の効率的な実施方法を検討し，官民

連携による「市民の命と生活を守る取組み」を推進する団体 
 

■常総市役所 

【市 長 公 室】常創戦略課・防災危機管理課 

【総 務 部】人事課 

【市民生活部】市民と共に考える課 

【福 祉 部】社会福祉課・高齢福祉課 

こども課・保健推進課 

【産業振興部】商工観光課・生活環境課 

【教育委員会】学校教育課・生涯学習課・指導課 
 

■大塚製薬株式会社 

 

連携協定企業 
協定を締結している企業等に設立の主旨にご賛同いただき，

啓発活動等にご協力していただく企業等 
 

■あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

■三井住友海上火災保険株式会社 

■明治安田生命保険相互会社 

 

協力団体 
設立の主旨にご賛同いただき，業務・団体の活動において，

熱中症対策に協力，啓発活動等を実行していただく団体 
 

■常総広域消防本部水海道消防署 

■茨城西南広域消防本部石下分署 

■常総市水海道地区民生委員児童委員協議会 

■常総市石下地区民生委員児童委員協議会 

■常総地区保護司会 

■常総市更生保護女性会 

■一般社団法人茨城県きぬ医師会 

■常総薬剤師会常総班 

資料№5-1 



報道機関 各位 

常総市 総務部 人事課 

 

件   名 常総市職員名札の表記の変更について 

開催日時等  

場   所  

内   容 

(概 要) 

市は，窓口対応などの市職員の安全確保や職員個人のプライバシー

保護を図る観点から，職員カスタマーハラスメント対策として，職員

用名札の表記を変更します。 

これまでの名札は，所属部署と漢字フルネームの表記でしたが，新

しい名札は，所属の課名に名字のみを標記します。苗字はひらがなと

ローマ字表記になります。 

併せて，今回，常総市誕生合併２０周年記念ロゴマークも名札に表

記します。 

 

【変更日】令和７年３月３日から 

【対象者】すべての市職員（正職員・会計年度任用職員） 

 

 

 

 

添付資料  

 

◆問い合わせ先 

常総市 総務部 人事課 

担当：飯野 

TEL ０２９７－２３－２１１１（代表） 

 FAX ０２９７－２３－２１６２ 
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夜間学級の概要は， 

こちらから 

ご覧ください。 

報道機関 各位 

常総市 教育委員会 学校教育課 

件   名 常総市立水海道中学校夜間学級卒業式について 

開催日時等 ３月１１日（火）  １８時３０分開式 

場   所 常総市立水海道中学校 １階 多目的室（常総市小山戸町６１） 

内   容 

(概 要) 

常総市立水海道中学校夜間学級卒業式を，下記のとおり開催します

ので，ご案内いたします。 

 

１ 日 時 ３月 11日（火） 

18時 30分開式 

２ 会 場 常総市立水海道中学校 １階 多目的室 

（常総市小山戸町 61） 

３ 卒業生 ７名 【国籍内訳】日本国籍４名，外国籍３名 

【年代内訳】10代２名，20代４名，30代１名 

４ 取 材 

報道関係者の取材は可とします。 

(1) ご協力のお願い事項 

・発熱やのどの痛みなどの体調不良の場合は，入場をご遠慮くださ

い。 

・日程の都合上，卒業式終了後の取材はご遠慮ください。 

・上記の他，当日は，生徒のプライバシー保護の観点から，水海道

中学校及び市教育委員会からのお願い事項にご協力ください。 

(2) 取材の申込みにあっては，準備の都合上，令和７年３月７日（金）

までにお電話でお申し込みください。 

〈申込先〉 

常総市水海道中学校 夜間学級 

電話 0297-23-1250 

受付時間 平日 13時から 18時まで 

(3) 当日は，17 時に取材の受付を行いますので，受付後，準備をお

願いいたします。 

添付資料  

 

 

資料№７ 

〈問い合わせ先〉 

常総市教育委員会学校教育課 

担 当 平塚 

連絡先 ０２９７－２３－２１１１ 

（内線 ８２０１） 




